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食育ネットワーク形成における参加グループの課題共有のプロセス

「S 食育ネット」の事例
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目的 ネットワーク形成における課題共有のプロセスを検討し，そこで組織コミットメントがどの

ように形成されるかを確認する。

方法 1. 食育ネットワーク形成のプロセス：保健所管内行政栄養担当者の話し合い，J 大学教員

との検討後，食の特徴をふまえた課題共有ができるよう“A：主に食情報の提供を行うグルー

プ”，“B：主に食物の提供を行うグループ”，“C：AB 両方の活動を行うグループ”の参加を

促し，ABC 同士が接点をもてる場を設定した。具体的には地域への公開活動を 2 回，有志に

よる活動が 8 回行われた。第 1 回目の地域への公開活動で，食育で育てたい力について確認

し，有志による活動で，課題の整理・分類を基にした組織間連携の可能性を検討し，その成果

をフィードバックするかたちで第 2 回目の公開活動でワークショップを行った。

2. 問題共有のプロセスの分析：2003年から2006年までの一連の食育ネットワーク形成にか

かわった組織，活動プロセス，内容，参加者の作業，発言を著者らが記録した。記録内容を課

題別に分類し，類似するものをまとめ特徴的な内容にタイトルをつけて系時的に位置づけ，プ

ロセスを確認した。さらに，結果を基にして，食育ネットワーク形成の全プロセスに携わった

参加者自身による振り返りで態度の変化を考察した。

結果 1. 地域への公開活動には34団体63人が参加した。地域の食の課題には，多様なライフスタ

イルの中で食生活が揺らいでいる，食知識・体験の不足により，つくる・食べる・伝承する行

動に問題がある，情報が氾濫しているがその調整がないことが示された。また，食の課題に対

して参加組織各々が異なる活動をしていること，さらに，活動の不十分さや不得意さを認識で

き，連携の可能性が確認された。

2. 問題共有のプロセスは 3 段階であった。地域の食の課題の確認，食の課題をめぐるグ

ループ活動の個性の明確化，各グループ同士の連携の可能性である。ネットワーク形成の全プ

ロセスに参加した 3 人の態度を分析した結果，他の組織活動への関心，他の組織との共感があ

げられた。

考察 課題共有をすすめた活動には，初期段階から食の特徴をふまえた課題の共有ができるように

支援したこと，課題の特定，課題の分析，活動の選択という流れを一度行った後に，成果の確

認およびフィードバックする形で地域への公開活動での検討を重ねることが，参加者同士の信

頼を生み，かつ，参加者個人の態度変容が促されるのではないかと考えられた。

Key words：食育，ネットワーク，課題共有，コミットメント

Ⅰ 緒 言

2002年に，次世代育成支援対策市町村行動計画に

「食育の推進」が必要事項として掲げられ，食育の

重要性が強調されるとともに連携体制も整いつつあ

る。2005年の食育基本法施行に伴いこの動きは加速

され，国から市町村レベルまでの行政，関係組織・

機関・団体，民間企業，NPO 等（以下，「組織」と

いう。）の食育に関する連携・ネットワークが立ち

上がっている。

ネットワークは，地域の食育推進の主要項目とし

てあげられ1)，とくにコミュニティレベルのネット

ワークがあるかが食育の効果に影響を与える2)とさ

れる。ネットワークとは，意見，情報，資源を共有

できる地域のコミュニケーションを構築する上での
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図１ S 食育ネットワーク形成における課題共有のプロ
セス
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重要な要素で，人々やカテゴリーの結びつきを創造

するつながりであり，需要が大きくなくてもできる

活動である3)。

先行研究では，ネットワークができたことにより

住民の健診受診行動が増加した4)，高齢者の口腔状

態の身体機能が改善された5,6)の報告がある。ま

た，ネットワーク形成のきっかけとして一機関・一

職種だけの対応では課題解決が難しく関係機関が協

力した支援の必要性が認識された7,8)，関係者で課

題共有を行ったことによりネットワークの重要性を

認識した5)ときに成立したと明記されているが，こ

のプロセスそのものにふれられてはいない。しか

し，ネットワーク形成の強力な要素の一つとして課

題共有があげられ9)，課題を共有することにより行

政，専門家，地域活動組織が協働して課題を解決す

るための組織コミットメントが長期的に形成さ

れ10,11)，同時に組織に属する個人の態度変容が促さ

れる12)ことが報告されている。

一方，食の課題の特徴としては，食物の生産・輸

入・加工・流通・消費の循環の過程で“食物へのア

クセス”に関する課題と，食物に付加価値をつけ消

費者の選択行動に影響する“食情報へのアクセス”

に関する課題があるが，これらは別立てに検討され

るべきものではなく，両面を総合した整備をすすめ

ることが重要である13,14)。そのため，これらを解決

するためには，食物へのアクセスと食情報へのアク

セスの両面に関係する組織が参加することが重要で

ある。この多様な組織等が参加できるネットワーク

を形成するには，初期段階で各組織の活動内容の特

徴を明確化し，分類を行うことにより，交換される

情報の信頼性を確保することができる3)。著者らは

これまで地域の食の課題の特徴を明確にするため

に，食物へのアクセスに関する課題と食情報に関す

る課題の分類，あるいは国レベル・地域レベル・個

人レベルの位置づけを行うことが課題解決の方法を

みつけることに有効であることを研究や実践で確認

してきた15～17)。

そのような背景のなか，埼玉県 S 保健所管内

（以下「S 地域」という。）に，地域の人々の食をめ

ぐる課題を改善するために，役立つ情報交換等をよ

りスムーズに行えるネットワークがほしいという声

が聞かれるようになった。

このような状況の中で S 地域は，課題共有の場

を提供することによる課題解決のきっかけづくりと

して，食育ネットワーク形成を試みる機会をえた

（形成されたネットワークを「S 食育ネット」と参

加者が名づけた。以下「S 食育ネット」という。）。

そこで，これらの形成における参加グループの課題

共有のプロセスを明らかにし，かつ，そのプロセス

含めて個人の組織に対する態度の概念の 1 つとして

多く使われている組織コミットメントに注目し，こ

れがどのように形成されるかを確認した。なお，組

織コミットメントは，組織に対する態度の概念の 1
つであるが，本研究で用いる組織コミットメントと

は，組織に所属する個人の組織に対する情緒的な側

面を強調している特定の組織に対する同一化と関与

の概念18)とした。加えてこれらを構成する要素18)と

しては◯１組織の目標や価値に対する信頼と◯２組織の

ために努力しようとする意欲，◯３組織の一員として

留まりたいとする願望が揚げられている。

Ⅱ 目 的

「S 食育ネット」を事例にして，ネットワーク形

成における課題共有のプロセスを検討し，そこで組

織コミットメントがどのように形成されるかを確認

する。

Ⅲ 方 法

1. ｢S 食育ネット」形成のプロセス

S 地域の保健，福祉，教育の行政栄養担当者間の
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図２ プロポーズ作戦のためのワークシート
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話し合い，および保健所栄養業務担当者 T と保健

所管内 J 大学 A 教員と食育についての話し合いの

後，日常業務で既に把握されている医療・保健・福

祉・教育等，地域の食に関わる組織に加えて，これ

らに関する市民団体や農林・産業商業等の組織・団

体・NPO 等を新たに把握した。把握するにあたっ

ては，人間と食環境とのかかわりの視点を取り入れ

た食生態学の枠組み13)（以下「枠組み」という。）

を活用した。この経過において，すでに参加してい

たメンバーから他に声をかけていったことで全体会

議での参加グループの幅が広がっていった。また，

有志によるワーキンググループ（以下「有志 G」

という。）ができ，「枠組み｣13)を視野に入れ整理し

ていく中で，次のようなグループに分類された。

“A：主に食情報の提供を行うグループ”，“B：主

に食物の提供を行うグループ”，“C：AB 両方の活

動を行うグループ”19,20)である。そして A, B, C そ

れぞれのグループがネットワーク形成に参加できる

よう配慮した。保健所は A に属する一組織として

位置づいた。その後，S 地域への公開活動が 2 回，

有志による公開活動に向けての活動が 8 回行われた。

1 回目の公開活動では「食育で育てたい力とは？」

の講演を A 教員が行った。この場でネットワーク

立ち上げへの呼びかけに応じた有志 G による活動

を 5 回行った。1 回目の活動で把握された課題内容

を基に，KJ 法21)を応用したブレーンストーミング

を行った。一枚のカードに栄養・食生活の課題を一

つ書くという条件で，430枚の課題が集められた。

それらを S 地域の◯１食の課題，◯２地域にある組織

等による食に関わる活動内容について，再度枠組

み13)を用いて分析・分類し，「S 地域」の食をめぐ

る課題を明らかにした。その成果をふまえ，2 回目

の S 地域へ公開した活動を行い，問題の確認と改

善の必要性，改善のための連携の必要性について検

討するワークショップが行われた。ワークショップ

では，連携したい相手を確認するためのワークシー

トを作成した。これを用いて食育で育てたいことと

これまで重視していることや得意なこと，必要なの

にうまく進まないことや不得意なこと，それを解決

するために連携したい個人や組織の名称をあげる

“プロポーズ作戦”と名づけた発表を行った。その

後，参加グループから S 食育ネットのホームペー

ジ開設による情報交換が提案され，有志 G による

準備会ができ，S 地域への公開に至った。ホーム

ページの表紙やコンテンツ，情報発信内容について

も各自が案を持参した。コンテンツ決定後は内容分

担者を決定した。

2. 問題共有のプロセスの分析

2003年 5 月から 2006 年 3 月までの一連の食育ネ

ットワーク形成にかかわった組織，活動プロセス，

内容，参加者の作業，発言を著者らが記録した。主

な内容は，参加者名簿，参加した各組織のホーム

ページ情報や活動状況記録，会議等の記録，カード

法により記述された項目，参加者の感想記録，会議

事前意見メモ，映像等であり，記録内容を課題で分

類し系時的に位置づけた。その後，枠組みを用い，

さらに類似するものをまとめ，特徴的な活動内容に

タイトルをつけ，2003年から2006年までのプロセス

を整理した。

その結果を基にして，食育ネットワーク形成の全

プロセスに参加した者の態度の変化を，参加者自身

の振り返りによる記述で確認した。

なお，これら全ての活動は，活動の予算化，「S
地域」への公開活動や「有志 G」による活動，助

成研究報告会時に参加グループの口頭による同意を

経て行われ，かつ，有志 G を中心とした参加者に

よって，“食育に関する研究助成の発表会”の場で

報告された。

Ⅳ 結 果

1. 全体会議の参加者の特徴

全体会議参加組織および団体は34団体63人，「有

志 G」では15団体23人であった。

参加グループには，A 主に食情報の提供を行うグ

ループとして健康ボランティアグループ，障害児者

ボランティアグループ，学童保育所，歯科衛生士の

会，大学，行政機関（保健，福祉，農林等）があが

った。B 主に食物の提供を行うグループとして食事

サービスの会，飲食店，農業協同組合等，AB 両方

を平行して行うグループには保育園，小学校，障害

児者施設，病院，ふれあいサロン，フリーで活動し

ている栄養士の会，食生活改善推進員協議会があっ

た。
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図３ 参加グループの特徴

出典）足立己幸：食生活と環境とのかかわり，食生活論，

p121，医歯薬出版，2005を一部，加筆，修正

表１ S 地域の食の課題

大項目 小項目 食 の 課 題 参加グループで
合意した課題

全体 ◯１多様なライフスタイル
の中で食生活が揺らい
でいる。

◯２食知識・体験の不足に
より，つくる・食べ
る・伝承する行動に問
題がある

◯３情報が氾濫しているが
その調整がない。

人間

食物をつくる

食物の成長過程がわからない。

コンビニを多く利用する。

食品の選び方がわからない。

手作りの良さを知らない。

食事をつくらない家庭（男女共）が多くなった。

バランスのよい食事を管理できない。

食べる
偏食がある。

食事時間が確保できない。

伝承する
家族一緒に食事を楽しむことを知らない。

核家族で祖父母から伝統的な知恵を学ぶことができない。

食知識 料理の種類を知らない。

食態度 食自体に関心のない人がいる。

食物
栄養素 栄養バランスが悪い。

食材料料理 伝統料理が少ない。

食環境

周囲の人
子どもへのしつけが十分でない。

周囲の教育の場が少ない。

食物へのアクセス

情報へのアクセス 地元の生産情報がつかめない。

情報が氾濫しているがその調整がない。

活動の評価方法がわからない。
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2. ｢S 地域」の食の課題

食の課題については，次のようなことが上げられ

た。枠組み13)の視点を取り入れた評価枠組みを用い

て分析・分類した結果，「S 地域」の食の課題には，

◯１多様なライフスタイルの中で食生活が揺らいでい

る，◯２食知識・体験の不足により，食物をつくる・

食べる・伝承する行動に問題がある，◯３情報が氾濫

しているがその調整がない，という各側面に問題が

あることを参加者が認識した。

3. ｢S 地域」の食の課題を解決するための活動

と方策

「S 地域」の食の課題をふまえ，それを解決する

ために必要な方策として，「有志 G」による活動の

結果，◯１ライフスタイルを見直し，健康に暮らすた

めに食の重要性を学ぶことができる場をつくる，◯２

食の知識や体験から食を学ぶ機会をふやす，◯３正し

い情報を発信することがあがった。そこで地域での

公開活動では，ABC のグループ毎に組織が実際に

行っている活動を書き出した結果，◯１◯２◯３の内容に

あたる活動が多数行われていること，その多数の活

動において類似する活動は少なく，全組織が異なる

内容・方法で活動を行っていることが確認された。

4. グループ同士の連携の可能性

プロポーズ作戦の結果，全グループ共にうまくす

すまないことや不得意なことがあり，連携の可能性

が確認され，異分グループへのプロポーズがあがっ

た。
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表２ S 地域の食の課題を解決するための活動と方策

(1）有志グループに
よる活動

食の課題

◯１多様なライフスタ
イルの中で食生活
が揺らいでいる。

◯２食知識・体験の不
足により，つく
る・食べる・伝承
する行動に問題が
ある

◯３情報へのアクセス
は 情報の氾濫さ
れているがその調
整がない。

検討した結果を基に
提案した食の課題と
方策 方 策

ライフスタイルを
見直し健康に暮ら
すために食の重要
性を学ぶことがで
きる場をつくる。

食の知識や体験か
ら食を学ぶ機会を
ふやす。

正しい情報を発信
する。

(2)地域への公開活動

(1）の提案を受けて
各グループで共
有した活動状況

A：主に食情報の提
供を行うグルー
プ

健康ボランティアグ
ループ

◎目標・計画の決定
とその結果の市町
への報告

◎実践したい食習慣
の取り組みの場の
提供

○シンポジュウム開
催

○問題改善に貢献で
きるキラッと輝く
人の紹介

○料理レシピの募集

フリーで活動してい
る栄養士の会

○地域に情報発信 ◎幼稚園で親子クッ
キング

○

歯科衛生士の会 ○ ○

生涯学習 NPO ◎ ◎

市町村保健センター

◎ヘルスアップセミ
ナー

◎ライフステージに
応じた内容で実施
（主に調理実習)

○多様な地域住民へ
の情報発信

◎各種健康教室
◎はつらつクッキン

グ
◎はつらつクッキン

グ

◎パパママ教室

◎離乳食講習会

◎子育て講座 ◎子育て講座

B：主に食物の提供
を行うグループ 農業協同組合

△農業生産の振興に
かかわる内容であ
れば協力

○農業者への食育

◎学校の農業体験の
援助

C：A.B 両方の活動
を行うグループ

保育園 ○職員への食育 ○父兄会を活用した
食育

○給食だよりの発行

高齢者施設 ○ ◎ ○

食生活改善推進員協
議会

◎ ◎初めてクッキング

◎子育て講座での調
理指導

◎はつらつクッキン
グでの調理指導

◎30代健診でのチラ
シ配布

◎自己学習会

◎：すでに実施している ○：今後実施したい △：実施したいが難しい
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5. 課題共有のプロセスにおける組織コミットメ

ントの形成

2003年から2006年までに組織コミットメントの形

成として以下の 3 段階が確認された。◯１地域の食の

課題の確認，◯２食の課題をめぐるグループ活動の個

性の明確化，◯３各グループ同士の連携の可能性であ

る。その 3 段階をふまえて，食育ネットワーク形成

の全プロセスに参加した者 A 氏，O 氏，M 氏の振

り返りによる記述からその態度をみた結果，地域の

食の課題の確認時には他グループ活動への関心や課

題に対する同一認識，連携の可能性の検討時には他

グループとの共感や連携への意欲があげられた。

Ⅴ 考 察

2003年当時，「S 地域」では二次医療圏版地域保

健医療計画の重点施策（11柱）の 1 柱に，食・栄養

に関する施策が掲げられ，保健医療に関する関係機

関や団体と連携をとり，その施策を進めていくこと

としていた。また，県の新規事業に食育連絡会議が

あった。

S 保健所の栄養業務担当者は，これらの具体化を

進めるため，かつ，トップダウンではないネット

ワーク構築の方法を検討するため J 大学 A 教員に

相談した。その結果，食の特徴である生産から流

通，消費までの関係者を含めたネットワークの重要

性と，食物へのアクセスと食情報へのアクセスの両

方をカバーできる関係者等との連携が必要であ

る1,21)が，保健所活動では，保健医療分野以外の活

動との接点は小さかったことが確認された。実際，

保健医療福祉関係部署や団体とのネットワークは，
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表３ グループ同士の連携の可能性

a：グループの名
称

b：食育で育てた
いこと

c：これまで重視
していること
や得意なこと

d：必要なのにう
まく進まない
ことや不得意
なこと

e：プロポーズす
る個人や名称

A：主に食情報の
提供を行うグ
ループ

歯科衛生の士 子どもが良く噛ん
で食べる

噛む噛む健康づく
り，歯科保健

活動の場，給食時
間，給食内容の見
直し

学校給食の関係者
（教員，栄養士)

生涯学習 NPO で
働く人

子どもから高齢者
までが心身ともに
健康に生きる

お昼をつくって食
べる会

地域で活動する
場，協働する力

保健センター，大
学

市町保健センター
で働く人

子どもから大人ま
でが好き嫌いや偏
食をなくす

様々な食体験をし
てもらうための農
業体験，栄養相
談，栄養指導など

世代，性別に関ら
ず，食の大切さ

B：主に食物の提
供 を 行 う グ
ループ

農産物の生産，供
給を担う人

消費者の方々が安
全，新鮮な農産物
の供給を目指して
もらう

安全，安心な農産
物の品質，規格等
について理解を求
める

多くの方に農業生
産現場を理解して
もらう

全ての方々

C：A.B 両方の活
動 を 行 う グ
ループ

幼稚園，保育所で
働く人

食に対する意識の
薄い親が意識をも
つ

試食会，給食だよ
り，面談をする

幼稚園，保育園の
横の連携

保健所，大学

小学校や学童保育
などでいつも子ど
もと一緒にいる人

子どもが日本の正
しい食文化や食習
慣を身につける

学校給食，学童保
育，授業

地域の食にかかわ
る方との連携

外食産業，ファー
ストフード，コン
ビニエンススト
ア，スーパーマー
ケット，地域の食
生活改善にかかわ
る方

病院，福祉施設等
で働く人

健康を維持したい
方が正しい情報を
提供する

自分たちの働いて
いる施設や店で少
しずつ指導，伝達

良い情報提供でき
る内容，会場（施
設)，人員の充実

保健所，保健セン
ター，大学

フリーで活動して
いる栄養士の会

地域住民が栄養改
善（食育）推進，
地域活性化する

栄養指導，料理講
習会

より技術，その専
門的知識（安全，
環境，衛生関係）
の向上

大学，農協，保健
所，保健センター

食生活改善推進員 子どもから高齢者
までが正しい食文
化，食習慣を知る

地域に密着した児
童館ならびに公民
館を活用した活動

正しい，新しい情
報収集

大学

152 第55巻 日本公衛誌 第 3 号 2008年 3 月15日

健康増進法における給食施設指導や食品栄養成分表

示に関する業務，市町村支援等の栄養業務を通じて

ある程度つくられてはいたが，それ以外の部署や関

係組織等と連携した活動はほとんど行われていなか

った。

保健医療分野における食育が充実するためには，

これまで接点の少なかった組織とのネットワーク化

が必要である17)ことが考えられた。そこで，最初の

出会いの場を設定するために，大学教員を活用した

地域への公開活動「食育で育てたい力とは？」の講

演を計画し実施した。そこに参加した組織を，A：

主に食情報の提供を行うグループ”，“B：主に食物

の提供を行うグループ”，“C：AB 両方の活動を行

うグループ”と位置づけ，ABC 全ての組織が関わ

るということをネットワークの特徴にして活動を進

めた。全体会議ではテーマにより参加する ABC グ

ループ数の割合は異なっていた。しかし，一度は欠

席したグループでも関心のある内容のときは参加し

ていた。活動の長期的維持にはゆるやかなネット

ワークが重要23)であるが，食の特徴をふまえたネッ

トワークにおいては，生産から消費の循環と ABC
の各グループのような多様な組織の参加が，多様な

課題の検討につながり，それが無理のない参加を促

し，ゆるやかなネットワークにつながるのではない

かと考えられた。

一方，課題共有のプロセスにおける組織コミット

メントの形成には，地域の食の課題の確認，食の課

題をめぐるグループ活動の個性の明確化，各グルー

プ同士の連携の可能性があったことが確認された。

また，組織コミットメントの構成要素である◯１組織

の目標や価値に対する信頼と◯２組織のために努力し

ようとする意欲18)が発言にみられた。ネットワーク
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表４ 課題共有のプロセスにおける組織コミットメントの形成

時 期
組織コミットメントの

形成

課題共有のプロセス

A 氏（A グループ) M 氏（B グループ) O 氏（C グループ)

2004年 3 月 ◯１地域の食の課題の確
認

↓

連携という考え方が嬉
しかった。

食の課題について参加
者同士の違いはなかっ
たが，分類するときに
意見が合わず，合意に
時間がかかった。

誰もが参加しやすいゆ
るやかなネットワーク
がよいと思った。

どんなグループがネッ
トワークに興味をもっ
ているのか知りたかっ
た。



どのような方がどのよ
うな活動しているのか
が興味深かった。

各々の立場によって考
え方や意識の違いがあ
ると思う。

2004年10月 ◯２食の課題をめぐるグ
ループ活動の個性の
明確化

↓

連携の可能性を実感で
きた。

ホームページのたたき
台案を他のグループが
作ってくれたので作業
がスムーズにいったと
思う。

グループにより得意分野
の活動があることがわか
った。

2005年 4 月 ◯１と◯２をふまえた連携
の可能性の検討

ホームページの具体化
につれて連携したいグ
ループ同士の情報交換
がやりやすくなると感
じた。

連携に直接役立つよう
な具体的提案を発言す
るグループが出てきた
ので嬉しかった。

ネットワークができる
ことで協力できれば心
強い。

( )：A：主に食情報の提供を行うグループ B：主に食物の提供を行うグループ C：A.B 両方の活動を行うグ

ループ
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構築には，パートナーとしての信頼を維持する個人

的な人間関係が重要である3,24)とされる。この課題

を共有するプロセスも，組織のみでなく参加者個々

人の人間関係を築くことにつながることが考えられ

た。そこには，有志による課題の特定や分析，活動

の選択という流れを一度行った後に，その成果の確

認9)およびフィードバックする形で地域への公開活

動での検討25,26)が重ねられたことが，参加者同士の

信頼を生み好ましい人間関係を築くことにつなが

り，かつ，参加者個人の態度変容が促されるのでは

ないかと考えられた。

本事業は，農山漁村文化協会による食育実証研究助成

“大学を拠点とし，地域性を重視した食育推進コラボレー

ションシステムの構築”および“埼玉県 平成17年度み

んなでつくる食の安全安心推進事業”として実施された

一部である。

（
受付 2006.10.20
採用 2008. 1. 4)
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Processes of sharing issues among participating groups in the form of a food and
nutrition education network: The case of the「S Network」

Hisako TANAKA*,2*, Midori ISHIKAWA3* and Miyuki ADACHI4*

Key words：food and nutrition education, network, sharing issue, commitment

Objective To review processes of sharing issues among participating groups in the form of a food and nutri-
tion education network and elucidate how organizations develop commitment and how individuals
change their attitudes.

Methods (1) Process regarding the form of a food and nutrition education network: After discussions by
administrative public health nutritionists at public health centers and meetings with faculty members
at J University, we encouraged three groups to participate in a network to share information on food
and nutrition issues and gave them opportunities to interact with each other. Group A primarily
provided food and nutrition information, group B primarily provided foods, and group C provided
both. Speciˆcally, these activities included two open community programs and eight volunteer activi-
ties. In the ˆrst open community program, they identiˆed capacity to be developed through food and
nutrition education and volunteers explored possible cooperation among organizations on the basis of
the categorization and classiˆcation of issues. To provide feedback on the results, a workshop was
held during the second open program.

(2) Analysis of the process: We documented organizations involved in the form of a food and
nutrition education network from 2003 through 2006, the processes and details of their activities, and
activities and remarks by participants. These documents were classiˆed by issue, broken down into
categories, and listed chronologically with titles for characteristic entries, thereby reviewing the
processes. On the basis of these results, we asked participants who were involved in the entire process
of the construction of the food and nutrition education network to review their own activities, and we
then investigated the changes in their attitudes.

Results (1) A total of 63 persons in 34 organizations participated in open community programs. Local food
issues included changing dietary behaviors along with diversiˆcation of lifestyle; problems with cook-
ing, eating, and continuation of tradition because of the lack of nutritional knowledge and ex-
perience; and the uncontrolled ‰ood of information. Participating organizations were found to en-
gage in diŠerent activities to address nutritional issues. In addition, insu‹cient or low e‹ciency ac-
tivities were identiˆed, indicating the need for cooperation.

(2) Issue-sharing processes consisted of the following three steps: identiˆcation of local nutrition-
al issues, characterization of group activities to address food and nutritional problems, and explora-
tion of possible cooperation among groups. Analysis of attitudes of three persons participating in the
entire process of network construction revealed their interest in other organization activities and sym-
pathy with other organizations.

Discussion Factors for promotion of sharing issue include (1) our support to allow them to share food and
nutrition issues in the early stages and thereafter, and (2) repeated deliberations within open com-
munity programs involving information and feedback from prior identiˆcation and analysis of
problems, as well as selection of activities.

* Kagawa Nutrition University
2* ex-Saitama Prefectural Iruma-nishi Public Health and Human Services Center
3* Nayoro City University
4* Nagoya University of Art and Science


